
静岡市条例第13号 

静岡市市民活動の促進に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、市民活動の基本理念及びその促進に関する基本原則を定め、市民活動に

係る市民及び市の責務を明らかにするとともに、市民活動を総合的かつ計画的に促進するた

めの基本的事項を定めることにより、市民が相互の交流と理解を通じて、自らの意思により

主体的に活動し、社会的課題の解決に貢献することができる社会の実現を図り、もって市民

自治によるまちづくりに寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）市民 市内に居住し、通学し、又は通勤する個人及び市内において事業を行い、又は活

動を行う個人又は法人その他の団体をいう。 

（２）市民活動 市民が営利を目的とせず、社会的課題の解決に取り組む公益のための活動で

あって、次のいずれにも該当しないものをいう。 

ア 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的とす

る活動 

イ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とする活動 

ウ 特定の公職（公職選挙法（昭和25年法律第100号）第３条に規定する公職をいう。以下

同じ。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にある者又は政

党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とする活動 

（３）市民活動団体 市民活動を行うことを主たる目的とし、市民活動を継続的に行う団体を

いう。 

（市民活動の基本理念） 

第３条 市民活動の基本理念は、次に定めるとおりとする。 

（１）市民活動は、国及び地方公共団体の活動又は営利を目的とした活動によっては解決でき

ない社会的課題を解決する役割を果たすものとする。 

（２）市民活動は、市民が対話を通じて、相互に価値観を尊重し行うものとする。 

（３）市民活動は、人種、信条、性別、年齢及び社会的・身体的状況等が多様な市民の参画に

よって、自ら意見を述べる意思又は機会のない者が抱える問題を取り上げ、見過ごされや

すい社会的課題の解決に貢献するものとする。 

（４）市民活動は、参画した個人自身に精神的充実及び人間的成長をもたらすものとする。 



（市民活動の促進に関する基本原則） 

第４条 市民活動の促進の基本原則は、次に定めるとおりとする。 

（１）市民活動を行う市民の自主性、先駆性及び創造性を尊重するものであること。 

（２）市民相互及び市民と市の対等な関係を尊重するものであること。 

（３）市民相互及び市民と市の間の理解を深めるものであること。 

（４）市民活動に関する情報を公開し、及び共有するものであること。 

（市民及び市の責務） 

第５条 市民及び市は、市民活動に対する市民の自発的な参画の促進に努めなければならない。 

２ 市民及び市は、市民が精神的及び経済的に自立した市民活動を継続して行うための環境づ

くりに努めなければならない。 

３ 市民及び市は、市民相互及び市民と市の間の意見交換その他の交流の促進に努めなければ

ならない。 

（協働事業） 

第６条 市民及び市は、市民活動のより効果的な促進を図るため、それぞれ自らの果たすべき

役割及び責務を自覚して、自主性を相互に尊重しながら、協力し合い、又は補完し合って行

う事業（以下「協働事業」という。）の創出に努めなければならない。 

２ 市は、市の事業のうち市民の知識を生かし、又は市民が参画することにより効果的に実施

することができるものを協働事業として実施するよう努めなければならない。 

（相互提案） 

第７条 市は、協働事業の創出のため、市民活動団体及び市が協働事業について相互に提案を

行うための仕組みを整備しなければならない。 

２ 市民活動団体及び市は、前項の仕組みを積極的に活用するよう努めなければならない。 

（基本計画の策定）  

第８条 市長は、市民活動の促進に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため、市民活動

の促進の基本となる計画（以下「基本計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

（１）市民活動の促進に関する基本的な考え方に関すること。 

（２）市民活動の促進に関する基本的な施策に関すること。 

（３）前２号に掲げるもののほか、市民活動の促進に関する重要な事項 

３ 前項の場合において、同項第２号の基本的な施策に関しては、次に掲げる事項について定

めるものとする。 



（１）市民一人ひとりの市民活動への参画に関すること。 

（２）市民活動の自立を支える環境づくりに関すること。 

（３）協働事業の促進に関すること。 

（４）前３号に掲げるもののほか、市民活動の促進のために必要な事項 

４ 市長は、基本計画の策定に当たっては、市民の意見を聴取し、これを基本計画に反映する

ことができるよう必要な措置を講ずるとともに、次条に規定する静岡市市民活動促進協議会

の意見を聴かなければならない。 

５ 市長は、基本計画を策定したときは、速やかにこれを公表しなければならない。 

６ 前２項の規定は、基本計画の変更の場合について準用する。 

（静岡市市民活動促進協議会の設置） 

第９条 市民活動を促進するため、静岡市市民活動促進協議会（以下「協議会」という。）を置

く。 

（所掌事務） 

第10条 協議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査し、及び審議する。 

（１）協働事業の促進に関すること。 

（２）基本計画の策定、進行管理及び変更に関すること。 

（３）前２号に掲げるもののほか、市民活動の促進に係る重要な事項 

（組織） 

第11条 協議会は、委員12人以内をもって組織する。 

（委員） 

第12条 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１）学識経験がある者 

（２）市民活動団体に所属している者 

（３）市民 

（４）前３号に掲げる者のほか、市長が適当であると認める者 

２ 市長は、前項第３号に掲げる委員の選任に当たっては、公募の方法によるよう努めるもの

とする。 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第13条 協議会に、会長及び副会長を置く。 



２ 会長及び副会長は、委員の互選によりこれを定める。 

３ 会長は、協議会の会務を総理し、協議会を代表する。 

４ 会長は、協議会の会議の議長となる。 

５ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、副会長がその職務を代理する。 

（会議） 

第14条 協議会の会議は、会長が招集する。 

２ 協議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決するとこ

ろによる。 

４ 協議会は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求めて、説明又は意見を聴

くことができる。 

５ 協議会の会議は、原則として、公開とする。 

（庶務） 

第15条 協議会の庶務は、生活文化局において処理する。 

（協議会の運営に関する委任） 

第16条 第９条から前条までに規定するもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長

が協議会に諮って定める。 

（委任） 

第17条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この条例は、平成19年４月１日から施行する。 


